
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人デ ・サポー ト足立

1 事業の成果

令和 4年度はコロナ禍により、手話講習会の休講や定員削減、設立以来メインにしてきた合同交

流行事、防災救援等の活動、手話サークルの活動閉鎖等による、停滞等々大きな傷跡でした。また、

手話サークルが一つ減ってしまいました。今後、新たに足立区との防災協定を進めていかなくては

ならないところです。地域活動支援センター、グループホーム、手話講習会の名称を一部変更して、

それぞれ 「運営事業」として事業を進めているところです。

コロナ禍もようやく5類に移行し、他の事業部も少しずつですが、動き出し今後の課題、方向を

検討し活動を強固なものにしていく必要を感じています。

足立区からの委託事業手話講習会において、手話通訳養成コースを開催していますが、今年は全

国統一試験において 5名 が合格しました。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業             (事 業費の総費用 【33,041】 千円)

疋 訳 に記 取
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受
対多
人

煮
(

事業費
(千円)

聴覚障がい者
の生活・福祉
に関する情報
保障等事業

行政・企業等ヘ

手話通訳派遣

手話学習

年間 29回

行政・企業等の指

定場所 。障がい福

祉館 。NPO事務

所

年間延ベ

62人
区内行政

区内外企業

区内個人

年間延ベ

1,000人
277

聴覚障がい者
の生活・福祉
に関する情報
保障等事業

手話指導者派遣
年間 10回

区内の学校・ 地

域学習センター

等

年間延ベ

20人

区内の学校

企業 住民

年間延ベ

198人
78

聴覚障がい者
の生活・福祉
に関する情報
保障等事業

足立区委託事業

手話講習会の開催

(初級 。中級 。上

級・養成)

週 4回
10時～

12時
19時～

21時

ボランティアセ

ンター 。障がい

福祉館、他

年間

109人

講習会

区内等の受

講生

年間

30人

4,475

聴覚障がい者
の生活・福祉
に関する情報
保障等事業

公園で交流会

新年交流会

10時～12時

10時～12時

舎人公園

障がい福祉館

7人

8人 区内住民
50人

35人
19

聴覚障がい者
の生活・福祉
に関する支援
等の事業

障がい者総合支援

法に基づく地域活

動支援センター事

業

週 3回
10時～

15時

事務所、他 年間

21人

区内聴覚障

害者

年間

6～ 7人
6,421

聴覚障がい者
の生活・福祉
に関する支援
等の事業

高齢聴覚障がい者
の生活支援

グトフ・ホーム運営
入 所

デフ・ クローバ

ーハウス施設内

年間

30人 聴覚障害者
年間

4～ 5人

21,771



1.受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費
特別会員受取会費

2.受取寄附金

受取寄附金
3.受取助成金等

受取地方公共団体助成金

給食費負担金

受取地方公共団体補助金

利用者負担金
4.事業収益

手話関連支援事業収益
交流事業収益

5。 その他収益

受取利息

雑収益

経常収益計

活動赴室豊

令和 4年 4月  1日 から令和 5年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人デフ・サポー ト足立

32,700,

113,481

161,71

Ⅱ 経常費用
1.事業費
(1)人件費

給料手当
法定福利費
人件費計

(2)そ の他経費
諸謝金

印刷製本費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
消耗備品費
水道光熱費
地代家賃
賃借料
減価償却費
保険料
租税公課

教材費
支払手数料
支払利息
事務用品費
材料費
リース料
事務諸費
セキュリティ対策費
税理士顧問料
雑費
その他経費計

事業費計
2.管理費
(1)人件費

給料手当
人件費計

(2)そ の他経費
印刷製本費
通信運搬費
消耗品費

科 目 金    額

120,

261,

10,423,

168,

15,717,

363,

30,672,

”
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791,41

465,

16,539,

547

4,366,

149,

6,

338,

333,

549,

1,037,

5,880,

281,

52,

34,

4,

52,

17,

10,

143,

1,319,

1,114,

207,

64,

264,

28,

32,980,



消耗備品費
水道光熱費
地代家賃
リース料
減価償却費
租税公課
支払手数料

接待交際費
新聞図書費
セキュリティ対策費
税理士顧問料
雑費
その他経費計

管理費計

経常費用計
当期経常増減額

39,

165,

427,

235,

33,

64
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４
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Ⅲ 経常外収益

経常外収益計

経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額
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貸豊対照表

令和 5年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人デフ 0サポー ト足立

科 目 金 □

700,

8,816,

3,305,

12,681,

564,

1,005,

69,904

485,605

9。 189

441_000

15,546,399
△ 2.863.398

13^688^699

I 資産の部
1.流動資産

現金預金

未収金

前払費用

流動資産合計
2.固定資産

(1)有形固定資産

什器備品

有形固定資産計
(2)無形固定資産

無形固定資産計
(3)投資その他の資産

敷金

保証金
投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部
1.流動負債

未払金

仮受金

預り金
流動負債合計

2.固定負債

長期借入金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額
正味財産合計

負債及び正味財産合計



令和4年度  計算書類の注記

特壼非営利活動法 人デ フ・ サポー ト足立

重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 取0法人会計基準協議会)に よつています。

(1)固定資産の減価償却の方法
定額法

(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込み方式によつています。

2.会 計方針の変更
該当なし

3。 事業別損益の状況

科 目 管理部門 合計

137.083

465,000
701,411

465,000
791,411

26,202,007
4,749,094

554_477
1_303_494 32_761_989

1,190, 17,729,

7,

1.190.10 17.737_517

113,481

39,800
28,993

161,717

427,488
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事業部門計

4,475, 6,009,
90,
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4,363,

4
90,

26,202,

4,749,247, 116, 22,

3,027, 13,512,1 16,539,

7,7

4,004, ３

　

　

１

２

０

７

０

２

９

１

０

９

　

９

５

　

　

３

　

３

３

１

　

　

６

‐０

・２

２

５

２

３９

６８

１４

　

２５

２９

　

３

　

４

271, 4,366,

6,

338,

549,

333,

143,

52,

149,

1,319,

5,880,

281,

２

９

７

３

３

４

９

２

０

〉 907
911,

4,200,

132,

ｎ
ｖ
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ワ
“

６
０

０
）
　

　

Ｚ^

７

１

　

５

1,037,

1,114,

207,

52,

34,

4,

17,

64,

1,

204, 205,

264,132,

10, 10,738

I 経常収益
1受取会費
2受取寄付金
3受取助成金等
4事業収益
5その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

制け嘲”総議繊

法
福
人
そ
議
会
研
旅費交通費
通信運搬費
消耗備品費
消耗品費
事務用品費
教材費
印刷製本費
材料費

水道光熱費
リース料
事務諸費
減価償却費
保険料
租税公課
支払手数料
セキュリティー対策費
接待交際費
支払寄付金
雑費
新聞図書費
税理士顧問料
支払利息
返戻金
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

料
費

賃
借
繕

家
賃
修



4 使途等が制約
使途等が制約

された寄附金等の内訳
された寄附金等の内訳は以下の通りです。

|バ

`】 4,475,000

6,421,934

4,475,000

6,421,934

手話講習会等委託金

支援センター補助金

5.固 定資産の増減内訳

li雨薦 ヨ 減 少

409,800

2,060,217

∞
００

０

０

０

０

０

０

409,800

2,060,217

200,000
700_000

302,986

2,060,217 0

106,864
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1_006_864

その他の資産

什器備品

保証金

敷金

6

期 首 残 高 I 当 期 僣 人 ;」 厖31:荘 :1

lf197:Dool~

|

756,000 441,000

1丁 1~0~7:Oh11 0 756_000 441_000



L産 _旦_量

令和 5年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人デフ・サポー ト足立

科 目 金    額

8,816,603
3,305,708

559,524

106,864

106,864

700,000
200,000
900,000

12,681,

564,698

■
■

４
（

69,904
485,605

9,189

441,000

13,688,699

1,005,698

12,683,001

資産の部
1.流動資産

現金預金

未収金

前払費用

流動資産合計
2.固定資産

(1)有形固定資産

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

保証金

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部
1.流動負債

未払金

仮受金

預り金

流動負債合計
2.固定負債

長期借入金

固定負債合計

負債合計
正味財産



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和4年度年間役員名簿 〈菫事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は層所菫
びにこれらの者についての前事業年度における颯目の有無を滉載した名簿)

:盤墨」墨|:畳噛塁盤i塁」壁菫:Z_三土三二上星立_

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

口各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

11 理事 。監事

ヤスムラススム 04年

05年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年安  村  進

12 理事・監事
=YA7<t= 04年

05年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日西 村 正 子

13 理事 。監事

カジヒロュキ 04年

05年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年梶  弘  之

14 理事 。監事
オオサキモ トコ 04年

05年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日大 時 礎 子

15 理事 。監事

イシムラマユミ 04年

05年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年 月 日石 村 真 由 美

16 理事 。監事

x.** a Y?r} 04年

05年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年鈴 木 義 雅

17 理事 。監事

キタジマナオミ 04年

05年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日北 嶋 修 美

18

/´ヽ

理事・/監事′
し//

コバヤシカヨコ
04年

05年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日小 林 加 代 子

19
/~ヽ

理事。
燈:ギ

サクマヒロシ 04年

05年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日佐 久 間 博

理事・監事
年  月  日

年 月 日

年

年

月

月

日

日



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和4年度年間役員名簿 く前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所土
びにこれらの者についての前事業年度における報日の有無を口載した名簿)

整立:』Lilttlil」 i璽lL:巨:L」△:」:ご:[:Z二 土墨l三二上」菫≧

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

面各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員―覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1 理事・監事

オイカフリウコ 04年

05年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年及 川 リ ウ子

９

“ 理事・監事

オオタケヨシオ 04年

05年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日大 竹 吉 男

ｎ
Ｊ 理事 。監事

?YT?'J AA 04年

05年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年松 山 和 代

■
４ 理事・監事

カ トウヒ トシ
04年

05年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年   月   日加 藤 仁 志

ｒ
Ｄ 理事・監事

カ トウノリコ
04年

05年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年加 藤 規 子

′
０ 理事・監事

7 )7<<a- i,
04年

05年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日藤 沼 真 由 美

ワ

ー 理事 。監事

ワカツキキョウコ
04年

05年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日若 月 京 子

Ｏ
ё 理事・監事

イシカワマリコ
04年

05年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年石 川 真 理 子

9 理事・監事

ニュウイトモヒロ
04年

05年

4月  1日

3月 31日

年 月

月

日

日年乳 井 智 弘

10 理事・監事

マツモ トトシヨ
04年

05年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年   月   日松 本 敏 子



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人デフロサポー ト足立

氏   名

及 り|| リ ウ 子

2 大 竹 吉 男

3 加 藤 仁 志

4
松 山 和 代

5 乳 井 智 弘

6 藤 沼 真 由 美

7 安 村 進

8 若  月  京  子

9 石 村 真 由 美

10 石 りll 真  理  子

11 西 村 正 子

12 松 本 敏 子


